
給食の食べ残しはどこへいく？ 
～食品ロスの現状と対応について～ 

平成29年度 給食施設従事者研修 

 平成２９年６月２１日 福岡市役所 １５階講堂 

(講師)福岡市 環境局 循環型社会推進部 資源循環推進課 事業系ごみ減量推進係  

               保健環境研究所 保健環境管理課 廃棄物担当 



食品ロスとは？ 
まだ食べられる（可食）のに捨てられている食品のことです。 

【引用】山口県HP 

家庭では・・・ 

旅館・ホテル、飲食店では… 

食品工場では… 



日本では、本来食べられるのに廃棄されている「食品ロス」が年間約600万トン発生 

世界で約8億人の人々が栄養不足状態にある中で、日本は食糧を大量に輸入 

食品ロス削減に国として取り組んでいくため「食品ロス削減関係省庁等連絡会議」 

消費者庁、内閣府、文部科学省、農林水産省、経済産業省、環境省が連携 

官民をあげて食品ロス削減に向けた国民運動を展開 

（注） 
真ん中の赤丸は食品ロス問題を抽象化したお皿、
下の二本線はお箸をイメージし、涙で「もったいな
い」感情を表現しています。 

▼国民運動のロゴマーク 

愛称 ： 「ロスのん」 （一般公募にて名称決定） 

スーパーから
清掃工場に 
持ち込まれた 
食品廃棄物 

食品ロスの一例 



【出展】農林水産省食品産業環境対策室資料（H24.10) 



食品ロスは世界的な問題 
生産から消費までの食品の流れの中で，世界の生産量
の約３分の１にあたる１３億トンの食料が，毎年捨てられ
ているんです・・・  
〔２０１１年 国際連合食料農業機関（ＦＡＯ） 「世界の食料ロスと食料廃棄に関する
調査研究報告書」より〕 

【出展】農林水産省食品産業環境対策室資料（H24.10) 

 消費者によって捨てられる年間一人あたりの食品ロスはヨーロッパで９５kg北アメリカ１１５kg南・東南アジアで１１kg 

 【参考】日本では，年間一人あたり１５kg（農林水産省統計部：平成２１年度食品ロス統計調査） 



世界の人口 
世界の人口は現在の73億人から，2050年には９7億人に
増加すると予測されています・・・  

【出展】農林水産省食品産業環境対策室資料（H29.4) 

今後の人口増加に備えて，食料生産を増加させることが求められています。 



世界の栄養不足人口 
世界の人口の９人に１人が栄養不足の状態にあります！ 

【出典】農林水産省食品産業環境対策室資料（H29.4) 

 ＦＡＯによると，世界の栄養不足人口は，減少傾向ですが，８億人と依然として高水準です。 

 栄養不良により，発展途上国で５歳になる前に命を落とす子どもの数は，年間５００万人といわれています。 



世界の動き 
国連・Ｇ２０で，食品廃棄削減の目標や計画が設定され
ＥＵ加盟国を中心に取り組みが進められています。 

【出典】農林水産省食品産業環境対策室資料（H29.4) 

▲2011年 ドイツ・デュッセルドルフで開催された 
国際会議 SAVE FOOD! のために実施された 
調査研究報告 



 
 
 

「 

目標２：グローバルな資源効率性・3Rの促進 目標１：資源効率性・3Rのための主導的な国内政策 

目標３：着実かつ透明性のあるフォローアップ 

具体例：電気電子廃棄物（E-Waste）の管理 
・違法取引を防止するため、国際的な協調行動を強化 

・適正な管理能力を有しない国から有する国への有害廃棄物
の輸出は 、環境と資源効率・資源循環に寄与するものと認識 

○ G7アライアンス等を通じて、ベストプラクティスや適用可能な 

  最良技術（ＢＡＴ）、有用な教訓を他の国々と共有。 
 ○ 途上国における資源効率性・資源循環政策の能力構築支援 

○ 巨大自然災害を経験する国・地域を支援 

○ 上流産業における、再生可能資源の利用を含むリユース、リ
サイクルのための積極的取組を奨励 

 具体例：食品ロス・食品廃棄物対策 
・SDGsを踏まえ、国内や地域での政策や計画策定など、

食品ロス・食品廃棄物の最小化及び有効かつ安全な
利用に 向けた取組を加速。 

○資源効率性・３Rと気候変動、異常気象、有害物質、災害廃棄

物、自然環境保全等の政策を包括的に統合し、促進。                                                                                     

○ 規制的手法に加え、事業者による自主的取組等を推進 

○ 災害廃棄物の適正処理と再生利用、災害に対して強靱な廃棄
物処理施設の整備等 

○地域の多様な主体間の連携（産業と地域の共生）、消費者対策 

・国内指標を検討 ・ワークショップ等を通じて、本フレームワークのフォローアップ 

○G7富山環境大臣会合（2016年5月15-16日）のコミュニケ附属書として採択。 

○ G7として、 「共通のビジョン」を掲げ、協力して具体的な「野心的な行動」に取り組むもの。 

○持続可能な開発目標（SDGs）及びパリ協定の実施に向けて、国際的に協調して資源効率性や３Rに取り組むという
強い意志 を示した世界の先進事例ともいうべき国際的枠組。 

資源効率性向上・３R推進に関するG7共通ビジョン 
○我々の共通の目標は、関連する概念やアプローチを尊重しつつ、地球の環境容量内に収まるように天然資源の消費を抑制し、再生
材や再生可 能資源の利用を進めることにより、ライフサイクル全体にわたりストック資源を含む資源が効率的かつ持続的に使われる
社会を実現することであ る。 

○こうした社会は、廃棄物や資源の問題への解決策をもたらすのみならず、自然と調和した持続的な低炭素社会も実現し、雇用を生
み、競争力 を高め、グリーン成長を実現するものである。 

 
Ｇ７各国による野心的な行動 

３ 

●富山物質循環フレームワーク（概要） 

出典：H28環境省HP 



具体例：食品ロス・食品棄物等の有機性廃棄物に関する野心的な取組 
 
• 生態系の他の機能への影響を考慮しつつ、有機性廃棄物、特に食品ロス・

食品廃棄 物の削減、食品廃棄物の再生利用、エネルギー源としての有効
利用、廃棄物系バ イオマスの利活用を推進する。 

 
• 持続可能な開発目標（SDGs）を踏まえ、国内や地域での政策や計画策定

など、食 品ロス・食品廃棄物の最小化及び有効かつ安全な利用に向けた
取組を加速させ る。 

 
• 食品廃棄物を有効かつ安全に削減し、利用することに伴う環境、経済、社会

便益に ついて、情報交換や協力を通じて各国の知見の共有を図る。こうした
活動には、食 品廃棄物そのものや、食品廃棄の削減がもたらす気候変動
上の便益等の関連す る環境便益を測る比較可能な方法論の開発に向けた
連携を含む。 

○目標１：資源効率性・3Rのための主導的な国内政策 

出典：H28環境省HP 

●富山物質循環フレームワーク（仮約(H28.5.16)抜粋） 



日本の食品ロス量のイメージ 

【出典】農林水産省食品産業環境対策室資料（H29.4) 

世界中で飢餓に苦しむ人々に向けた世界の
食料援助量の約２倍です。 

日本人1人当たりに換算すると、"お茶碗約1杯分（約
134g）の食べ物"が毎日捨てられている計算となります。 

2015年 

約320万トン 約 620 万トン 



日本の食料自給率（カロリーベース） 

【出典】農林水産省食品産業環境対策室資料（H24.10) 

日本は，食料の約６割を海外からの輸入に
頼っています・・・ 

世界には，食料の足りない国があるのに，海外からの輸入に頼って
いる日本でまだ食べれる食品を捨てしまってもいいのでしょうか？ 



食料産業局   

日本の「食品ロス』  
(約621万トン） 国連WFPによる世界全体

の 食料援助量（2015） 
約320万トン 

事業系 
うち可食部分と 
考えちれる量 
(339万トン） 

家庭系 
うち可食部分と 
考えちれる量 
(282万トン） 

国民1人1日当たり 
食品口ス量 
約134g 

（茶碗約1杯のご飯の量に相当） 

資料：WFP， 総務省人口推計（26年度） 

✓国民1人1日当たり食品口ス量は、おおよそ茶碗1杯分のご飯の量に相当。 

○  日本の食品ロスの大きさ 

7 

Copyright 2016 Food Industry Affairs Bureau.    Ministry of Agriculture, Forestry and 
Fisheries. 



食料産業局   

1,606万トン  
(82%) 

27万トン  
(1%) 

127万トン  
(7%) 

194万トン  
(10%) 

食品製造業 

食品卸売業 

食品小売業 

外食産業 

144万トン  
(42%) 

16万トン  
(5%) 

60万トン  
(18%) 

120万トン  
(35%) 

発生量合
計 

339万トン 

発生量合計 
1,953万トン 

四捨五入の関係で、数字の合計が一致しないことがある。 

○  事業系食品廃棄物等の発生量(平成26年度） 

✓食品廃棄物等の発生量は、平成26年度で1,927万トンとなっており、このうち食品製造業 
が82%を占めている。 

✓司食部の食品廃棄物等の発生量は339万トンとなっており、このうち食品製造業が42%、 
外食産業が35%を占め大部分となっている。 

 
①食品廃棄物全体 ②食品廃棄物（可食部のみ） 

8 
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食料産業局   
○  食品廃棄物等の発生抑制と再生利用(リサイクル）の推進 

食品リサイクル法 

食品の売れ残りや食べ残し、製造・加工・調理の過程に応じて生じた「くず」等 
の食品廃棄物等について、 
①発生抑制と減量化による最終処分量の減少 
②飼料や肥料等への利用、熱回収等の再生利用 
についての基本方針を定め、食品関連事業者による取組を促進。 

①発生抑制（Reduce) 

②再使用（Reuse) 

③再生利用（Recycl e )  

④熱回収 

⑤適正処分 

(

取
組
の
優
先
順
位) 

循環型社会形成の推進 

循環型社会形成推進基本法 
（基本的枠組み法) 

容器包装リサイクル法 
家電リサイクル法 
食品リサイクル法 
 建設リサイクル法 
 自動車リサイクル法 
小型家電リサイクル法 

9 
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食料産業局   
○  食品リサイクル法の概要①(平成12年法律第116号〔平成19年12月改正〕） 

○主務大臣による基本方針の策定(平成27年7月） 

• 食品循環資源の再生利用等の促進の基本的方向 
• 食品循環資源の再生利用等を実施すべき量に関する目標 等 
 

○再生利用等の促進 

・主務大臣による判断基準の提示（省令) 
・再生利用等を行うに当たっての基準 
・個々の事業者毎の取組目標の設定 
・発生抑制の目標設定 等 

・主務大臣あてに食品廃棄物等発生量等の定期報告義務 
（発生量が年間100トン以上の者) 

・事業者の再生利用等の円滑化 
・「登録再生利用事業者制度」によるリサイクル業者の育成・確保 
・「再生利用事業計画認定制度」による優良事例（食品リサイクル・ループ)の形成 

 
○指導、勧告等の措置 

・全ての食品関連事業者に対する指導、助言 
  ・前年度の食品廃棄物等の発生量が100トン以上の者に対する 
   勧告・公表・命令・罰金（取組が著しく不十分な場合) 

10 
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食料産業局   
○  基本方針のポイント① 

• 食品廃棄物等の発生抑制を優先的に取り組んだ上で、再生利用等を実施。 

• 食品循環資源の再生利用手法の優先順位は、飼料化、肥料化、その他の順
。 

1.食品循環資源の再生利用等の促進の基本的方向 

【再生利用等実施率目標】 

（旧目標：24年度まで
) 

食品製造業 

食品卸売業 

食品小売業 

外食産業 

8 5 %   

7 0 %   

4 5 %   

4 0 %  

（新目標：31年度まで) 
9 5 %   

7 0 %   

5 5 %   

5 0 %  

2.食品循環資源の再生利用等を実施すべき量に関する目標 

11 
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食料産業局   

✓再生利用手法の優先順位については、第ーに資源循環が継続する「モノからモノへJの再生 
利用を、環境負荷の低減に配慮しつつ優先。 

✓食品リサイクル手法のうち、飼料化については、食品循環資源が有する豊富な栄養価を最も 
有効に活用できること等から最優先。次に肥料化（メタン化の際に発生する消化液を肥料 
利用する場合を含む。）を推進すべき。 

✓ その上で、飼料化・肥料化が困難なものについては、その他の再生利用（メタン化による工ネ 
ルギ一利用等）を推進することが必要。 

焼却等処理（熱回収） 

【食品リサイクルの現状】 

②窒素、リン、力リ等 
栄養素を有効に活
用 

③エネルギー利用等を推進 

優先されるべき取組 

【食品リサイクルの優先順位・方向性】 

発生抑制 

その他 

肥料

化 
飼料化 

①豊富な栄養価
を 有効に活用 

飼料
化 肥料化 

その他 

○  食品リサイクルの優先順位 
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食料産業局   
○  食品廃棄物の種類と再生利用の手法 

難 

飼
料
化 

業種 食品残さの種類 
分別
の レ
ベル 

リサイクル手法 

・大豆粕・米ぬか 

・パン・菓子屑 

  

・おから等 

・食品残さ（工揚〉 

・返品・過剰生産分 

・調理残さ（店舗〉 

・売れ残り（加工食品〉 

  

・ 〃 （弁当等〉 

・調理屑（店舗〉 

・食べ残し（店舗〉 

・調理屑 

・食べ残し 

肥
料
化(

堆
肥
化〉

 

✓食品製造業から排出される廃棄物は、均質で量が一定していることから、分別も 
容易で、栄養価を最も有効に活用できる飼料へのリサイクルが適している。 

✓外食産業から排出される廃棄物のうち、食べ残し等は衛生管理上、飼料へのリサ 
イクルに不向きなものが多く、比較的分別が組くても対応可能なメタン化が有効
。 

メリット デメリット 

飼料化 ・配合飼料価格
の 高止まりを受
付、工 コフィ一ド
の需要は 堅調 

・異物除去や食 
品残さの品質維 
持、製品の精密 
な品質管理など
、 レベルの高い
管理 が必要 

肥料化 ・初期投資が少
な く技術的なj
一ド ルが低いこと
から新 規参入が
容易 

・最終製品価
格 が安く、需要
も必ず                   
しも多くないため 
利益を上げにく
い 

メタン化 ・他のリサイク 
ル手法に比べて
、 比較的分別が
組 くても対応が
可 能 

・設備導入が高 
コスト 
・副産物利用が 
進んでおらず
、 処理にコス
トが 必要 

※ 残さの種類によっては不向きなものもある 13 
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食
品
卸
・
小
売 

外
食 

家
庭 

容
易 

メ
タ
ン
化 

困
難 



食料産業局   ○  再生利用等実施率(業種別目標） 

再生利用等実施率の算出式 再生利用等実施率の算出式 

基準実施率＝前年度の基準実施率＋前年度
基準実施率に応じた増加ポイント 

（注1）20%未満は20%として基準実施率を
計算 
（注2）平成19年度の基準実施率は平成19年度

の実績 

発生抑制量＋再生利用量＋熱回収量 
×0.95（※）＋減量量 
発生抑制量＋発生量 

（※)食品廃棄物残さ（灰分)を除いたも
の に相当する率 前年度の基準実施率区

分 
増加ポイン卜 

20%以上50%未満 2 %  

50%以上80%未満 1 %  

80%以上 維持向上 

再生利用等実施率＝ 

基準実施率(個別企業の目標値）の算出式 基準実施率(個別企業の目標値）の算出式 

✓基本方針で定めた再生利用等実施率の業種別目標は、平成31年度までに、食品
製造業95%、食品卸売業70%、食品小売業55%、外食産業50%。 

✓業種別目標は、個々の事業者ごとに算出される再生利用等の実施率目標（基準
実 施率)が達成された場合に見込まれる水準に設定。 
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食料産業局   ○  食品産業における再生利用等実施率の推移 

94% 95% 95% 95% 95% 95% 

59% 58% 
53% 

57% 58% 58% 57% 
60% 

37% 36% 37% 
41% 

45% 45% 46% 47% 

13% 
16% 17% 

23% 24% 25% 24% 23% 
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食料産業局   ○  食品産業における食品リサイクルの現状 
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食品製造業 1,653 95 95 12 71 77 16 7 2.0 10 

食品卸売業 29 70 60 10 46 33 51 16 0.3 4 

食品小売業 127 55 47 15 32 41 34 25 0.1 0 

外食産業 200 50 23 7 13 22 35 43 0.0 3 

食品産業計 2,010 - 85 11 63 74 17 8 1.7 9 

✓食品廃棄物等の再生利用等実施率は、食品流通の川下に至るほど分別が難しくな 
ることから、食品製造業の再生利用等実施率は高いものの、食品卸売業、食品小 
売業、外食産業の順に低下している。 

□ 食品廃棄物等の再生利用等実施率(平成27年度） 
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学校給食から発生する食品ロス等の状況に関する調査 
平成27年4月 環境省公表 

 

 

全国の小・中学校児童・生徒 
１人当たり，年間約17.2㎏の
食品廃棄物が発生。 
 
内訳：調理残さ5.6㎏ 
   食べ残し7.1㎏ 
   その他4.5㎏ 

提供された給食の残食率(平均) 約6.9％ 

大量の食べ残しが全国の学校現場で発生している現実！ 



学校給食から発生する食品ロス等の状況に関する調査 
平成27年4月 環境省公表 

 

 

小・中学校における学校給
食からの食品廃棄物のリサ
イクル率(推計)は約59%。 
 
主な内訳：肥料化40％       
     飼料化18％ 

皆さんの給食施設でも，リサイクルしてますか？ 

 

 

一方で，38％の食品廃棄物が焼却処分されている現実 



• バイオマスの利用については、一般的に大気中の二酸化炭素
（CO2）を循環させるもので、大気中へのCO2の新たな放出が
生じ ないとの意味で「カーボンニュートラル」と言われる。 

• 生ごみの焼却に伴うCO2排出量が各国の温室効果ガス排出
量として計上されていない。これは二重計上を防ぐ趣旨。 

生ごみの約８割は水分。生ごみの水切りによっ
て、 
燃焼効率が上がり、少ないエネルギーでごみ
処理 ができる、日々のごみ出し・ごみ収集が
楽になる、 臭いが減る等のメリットがある。 

札幌市作成「生ごみ水切り機」 

出典：札幌市ＨＰから環境省作成 

図の出典：（一社）新エネルギー財団ＨＰ 

○食品ロス等の削減は廃棄物のリデュースのみならず温室効果ガス削減効果等の環境負荷   
  低減効果が大きい。 
○生ごみの約８割が水分とも言われている。焼却する廃棄物の中に水分が多く含まれていれ
ば、水分の蒸発に熱が使われ、それだけ廃棄物の燃焼効率が低下する。その際は助燃剤の投
入など余計なコストがかかる。さらに，廃棄物の焼却熱の有効利用を行っている廃棄物焼却
施設の、熱利用効率が低下する。 

５ 

●食品ロス削減の環境負荷低減効果の見える化① 

出典：H28環境省HP 



では，家庭でどう取り組むか？① 

【出典】農林水産省食品産業環境対策室資料（H24.10) 

「賞味期限」と「消費期限」を正しく理解しま
しょう！ 

「賞味期限」が過ぎてもすぐに食べられなくなるわけではないことを
理解して，見た目やにおいなど五感で個別に食べられるかどうか判
断することが重要です。 



では，家庭でどう取り組むか？② 

「買い物」と「調理」のときに！（消費者庁パンフ） 



   ○日本国内で発生する食品ロス 年間６２１万トン 
    
   ○宴会時の食べ残しは提供された料理の約１４％ 
             ⇒ 食品廃棄物として処分 
                       （2014年農林水産省推計） 

食品廃棄物について 

福岡市の食品ロスの現状 
手を付けて 
いない食品,4.1％ 

食品ロス，13.3％ 

可燃 
ごみ 

調理くず,35.7％ 

食品廃棄物,49.0％ その他, 51.0％ 

 
  

食べ残し, 9.2％ 

調査対象７業態における食品廃棄物構成（推計値） （2016年度調査） 

福岡市内のスーパーから
排出された食品廃棄物 
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